








その他のタイトル A Study on the Participation System between
Teacher and Parents　(I. Special Issues :




















































































が「時間的余裕J56.5 % (595名)、第二位が f支えてくれる会員J38.7 % (407名)、第三位













































































的な組織を挙げる害IJ合が最も高く、それぞれ53.9%はl名入 57.7% (45名)、 49.4%は2名)
となっている。他方、フランス、ドイツでは父母のみで構成される組織を挙げる割合が最も高く、


























































で平均して i ヶ月に何百ほど学校に来ていますか」という間いに対して、日本では 13~4 6 Jと
する回答がもっとも多く、 26.8% (82名)を占めている。他方、諸外国では、イギ 1)ス、アメ
リカを除いて各国とも、 11日以下jとする回答がもっとも多く、ドイツでは33.3% (11名)、オー

































































(1) 1993/94 (平成5/6)年度文部省科学研究費補助金総合研究 (A)研究成果報告書「父母の
学校参加組織の実態と欧米の学校参加flJ度一実態調査の単純集計結果 J 1995 (平成7)年3月、
研究代表者:窪田異二(筑波大学教育学系助教授)、参照。







(7) 経済同友会提言「学校から『合校(がっこう H へJ(平成7年 4月刊日)。この中では、「学
校(基礎・基本教室)J I自由教室JI体験教室」から構成される「合校」構想、が打ち出されてい
る。これは、きわめて大胆な学校スリム化構想、である。
(8) たとえば、窪田真二『父母の教育研究ーイギリスの父母の学校選択と学校参1][1-1 亜紀書房、
1993、結城忠『学校教育における親の権利』海鳴社、 1994などがある。
(9) たとえばドイツでは、父母、生徒の学校参加の導入により校長の役割変容が見られ、それにと
もない、校長研修が整備されてきている。者H著 fドイツ学校経営の研究一合議制学校経営と校長
の役割変容-1 亜紀書房、 1996、参照。
(なお、本稿は、 1995年7月に行われた大塚学校経営研究会の夏季合宿研究会(シンポジウム「学
校と家庭・地域との関係を問う J) における発表原稿に修正を加えたものである。)
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